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「国際児童年―沖縄からの提言」（1979年1月25日、大城安隆事務局長）

沖縄県公文書館蔵「無国籍児問題に関する資料」を基に編集
（資料コード0000146880）
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　昭和54年１月、当国際福祉相談所は「国際児

童年―沖縄からの提言」を発表し沖縄の無国籍

児童の存在をはじめて全国の人に知らせると共

に、その救済には国籍法の改正が不可欠である

との問題提起をしました。それ以来当所は児童

福祉と人権擁護の立場から無国籍児問題を訴え

続けてきました。日本弁護士連合会はじめ多く

の個人、団体が積極的な関心を示され、国籍法

改正へむけて大きな動きとなってゆきました。

その間にも法務局が簡易帰化手続きをさらに簡

素化する等関係機関が改善にむけて努力を続け

てきましたが、無国籍児の発生そのものを防ぐ

には国籍法を改正して、父母両系主義を採用す

るしかありません。

　法制審議会の国籍法部会によって国籍法改正

の中間試案が発表され、それに対する各層の意

見を聴く会がもたれました。当所は無国籍児を

もつ母親の立場から中間試案を検討し、いくつ

かの具体的問題を指摘、その改善を要請しまし

た。その結果最終答申にはそれら問題点の多く

が改善されております。法改正により無国籍児

の発生はなくなり、20才以下の無国籍者も経過

措置で救済されることになります。しかしなが

ら20才以上の者はこれから除外されています。

当所では予想される改正法施行時に20才を越す

無国籍者のケースをもっています。20才になる

迄無国籍であるという事実そのものが就籍の困

難さを物語っており、長きにわたって無国籍の

苦しみが味わってきたこの人達こそ、法改正に

よってまっ先に救われるべきだと思います。こ

の点が国会審議を通じて十分に考慮され、法改

正時に無国籍の者は年令に関係なく経過措置で

救済されるよう強く要望し、訴えます。

　沖縄県内の学校には多くの外国籍児童が在籍

しており、日本時と同じ救済を受けています。

その多くが進学や就職の進路決定にあたり、日

本への帰化を希望していますが、いろいろな事

情により容易ではありません。それらの児童・

生徒に国籍法改正が大きな希望をあたえるもの

と歓迎します。国籍法改正に関連して戸籍法等

も改正されることになりますが、いずれにあ

たっても根底にあるものは人権の擁護と福祉で

なければなりません。二重国籍のチェックにあ

たってもこのことが十分に考慮されなければな

らないと思います。

　すべての人が当然に国籍をもち、人権が尊重

される住みよい地域社会づくりに国籍法の改正

が大きく寄与する事を確信し、国会の審議を見

守りたいと思います。

島　本　幸　子（国際福祉相談所所長）

　昭和59年２月21日

　　沖縄県庁第一記者クラブにて発表

※平田正代さんによる直筆文書（右頁参照）
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　「੫଻έ΁ーラθ沖縄」は、2011年˒月、「Χー

Έૄ࿩」（国際的な子の్৾のྦྷ事上の௰࿂に

関するૄ࿩）の೿結に࢜けた法案ै଼が国内で

ইまったことをきっかけに、沖縄県౳੫共同参

ْΓϋΗー「て̝るる」のࡓ相談֥らによって

発௷したழ૕で、平田さんは会の代表を務めた。

国際相談を受けてきた立場から、同ૄ࿩が日本

で๡੎された場合に予想される問題点の検બを

࿒的として、2011年˒月ȡ2015年２月までの間

に、「みんなで考えようΧーΈૄ࿩」をইめと

して、いくつかのΏϋεΐ;θやࡄਘ会をٳट

した。

　「੫଻έ΁ーラθ沖縄」のڰ動の࿒的は、੫

଻を৾りےく問題の検બと、ٜ決への༷ॐを具

体的に検討することであり、そのためにအșな

୺࿝分࿤からࢩく知見をݥめ、その଼果を実際

の問題のٜ決に࿨立てることを࿒指していた。

その一۪として、2014年には、沖縄県発行の

ȸ日ༀ結ँ・ၗँ・子̓ものためのΧϋΡブッ

クȹの2015年ഽ改ഁๅの༎ਬにもࠈわったが、

同ブックτッΠは、平田さんが「て̝るる」に

在職中から۬ਘに関わってきていたもので、国

際相談の実கのなかからංられた知েを、ຈ要

とする人șにࢩく提ރするためにै଼されたも

のである。

　「੫଻έ΁ーラθ沖縄」の୭立ਇ意書のなか

で੆べられているように、੫଻問題への対؊は、

相談機関̮とのਸڬりの対؊が主ၠをなし、相

談の౜い手たちも、ခࡹܢ用等のࡹ用ࠁఠのも

とで、相談からංられた知েのಇ積がなかなか

ևされないという実情があった。そのような問

題意েのもと、「੫଻έ΁ーラθ沖縄」におい

て当੝から঎࢜されたのは、相談への対؊のఈ

に、相談からಒ੄されるΣーΒを施ॐにڰかす

ための௙合的な相談ΏスΞθのࢹಃであった。

それゆえ、「੫଻έ΁ーラθ沖縄」の৾りழみ

の中で、最も力をවれていたのが、঵続的な相

談ܖ๕の確立であり、「੫଻έ΁ーラθ沖縄」

においては、အșな機関との連ࠈが࿅॑された。

しかしながら、会の主体଻を֋঵することと社

会঩࡙の確༗の両立を実࡛するというه題のஜ

に、その৾りழみをࠁにすることはできないま

ま、ڰ動はഷ୲えることとなった。

「女性フォーラム沖縄」について
宮　良　綾　子

੫଻έ΁Ȝρθؗථの関連資料
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